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平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要  
会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                              平成１７年１１月２８日 
コード番号   ８０６２                    本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                 東京都 
本 社 所 在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号              
代 表 者  取締役社長  水戸 宏昭 
問合せ先責任者 理事総務部長 紀 孝文             TEL （03）3438－1021 
決算取締役会開催日  平成１７年１１月２８日           中間配当制度の有無 有･無 
中間配当支払開始日  平成―年―月―日       単元株制度採用の有無 有･無（１単元 １,０００株） 
 
 
１．１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
( 1 )経営成績                       記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高              営 業 利 益        経 常 利 益        
 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

          百万円      % 
１０,０８１ （ △ ４.６） 
１０,５６９ （  １１.４） 

          百万円      % 
   ３９ （ △ ５４.７） 
   ８６ （    ６２.４） 

          百万円      % 
   ３７ （ △ ５９.９） 
   ９３ （  ２１５.６） 

１７年３月期 ２１,４９１    １６９   １６９ 
 
 

中 間 （ 当期 ） 純 利益            
１株当たり中間   
（当期） 純利益    

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

       百万円      % 
     ２５ （ △ ４１.９） 
     ４３ （  ３１６.８） 

       円  銭 
      ４ １８ 
      ７ １９ 

１７年３月期     １１１      １７ ６７ 

        
 

 

（注）  1．期中平均株式数 17 年 9 月中間期 5,989,061 株 16 年 9 月中間期 5,990,061 株 17 年 3 月期 5,989,811 株 
    2．会計処理の方法の変更  有･無 
    3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
     
( 2 )配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

     円  銭 
    ０  ０ 
    ０  ０ 

     円  銭 
    ―   ― 
    ―   ― 

１７年３月期     ―   ―     ５ ００ 
 
( 3 )財政状態 
 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

      百万円 
  ８,２５７ 
  ８,３２７ 

      百万円 
  １,７０１ 
  １,６１１ 

        % 
    ２０．６ 
    １９．４ 

     円  銭 
  ２８４ ０５ 
  ２６９ １１ 

１７年３月期   ８,４５０   １,６９７     ２０．１   ２８２ ４６ 
（注）1．期末発行済株式数 17 年 9 月中間期 5,989,061 株 16 年 9 月中間期 5,990,061 株 17 年 3 月期 5,989,061 株 
   2．期末自己株式数  17 年 9 月中間期    10,939 株 16 年 9 月中間期     9,939 株 17 年 3 月期    10,939 株 
２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金   
売 上 高          

 
経 常 利 益          

 
当 期 純 利 益          

期 末  
 
通 期      

百万円    
 ２０,８００ 

百万円    
   １２０ 

   百万円 
    ６０ 

円 銭 
 ５ ００ 

  円 銭 
  ５ ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   １０ 円  ０２ 銭 
※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 
 があります。 
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１．個別中間財務諸表等 
 
( 1 )中間貸借対照表 

（単位 千円） 
         期 別 
 
科 目 

 
前中間会計期間末 

（平成 16 年 9 月 30 日現在） 

 
当中間会計期間末 

（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

 
前事業年度末 

（平成 17 年 3 月 31 日現在） 

〔 資 産 の 部 〕         
流 動 資 産 

 
７,３９４,４８７ 

 
７,２８４,７００ 

 
７,４９５,８５８ 

   
  現 金 及 び 預 金 
  受 取 手 形 
  売 掛 金 

  商 品 
 繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 

  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

 

 
６６８,６８８ 
６４９,２２３ 

５,０２９,３６０ 
８１９,４５１ 

５３,２４６ 
２７１,５３５ 

５,３３５ 
△ １０２,３５３

 

 
７５５,２６４ 
５１３,７５６ 

５,０９３,４５７ 
６５９,００４ 

４８,６９３ 
２１１,８１８ 

３０,４１２ 
△ ２７,７０６ 

 

 
４４３,１９０ 
７０４,５５４ 

５,２５９,１２０ 
７８０,９７３ 

５２,９９７ 
２７４,１８２ 

１９,７２８ 
△ ３８,８８９ 

 

固 定 資 産 ９３３,０５７ ９７２,８５７ ９５４,９０２ 

 有 形 固 定 資 産 ４１８,４３９ ４１２,５９０ ４１７,７３１ 
   

  建 物 
  構 築 物 
  機 械 装 置 
  車 両 運 搬 具 
  工 具 器 具 備 品 
  土 地 

 

 
１９０,５９２ 

６５１ 
６２１ 

１,０５３ 
２,３０１ 

２２３,２１８ 
 

 
１８５,７１７ 

６４１ 
６２１ 
４６６ 

１,９２４ 
２２３,２１８ 

 

 
１９０,４７７ 

６４６ 
６２１ 
８３４ 

１,９３２ 
２２３,２１８ 

 

 無 形 固 定 資 産 ８,０１２ ７,２８８ ７,９０４ 
   

 ソ フ ト ウ ェ ア 
電 話 加 入 権 

 

 
４,６５３ 
３,３５８ 

 

 
３,９３０ 
３,３５８ 

 

 
４,５４６ 
３,３５８ 

 

 投 資 そ の 他 の 資 産 ５０６,６０５ ５５２,９７８ ５２９,２６６ 
   

  投 資 有 価 証 券 
  関 係 会 社 株 式 
  従 業 員 長 期 貸 付 金 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

 

 
３７４,８６６ 

５０,５２１ 
１３,０９４ 

１１５,７０９ 
△ ４７,５８６ 

 

 
４２７,２９６ 

５０,５２１ 
１１,５７２ 

１０７,５９０ 
△ ４４,００２ 

 

 
３９８,１０６ 

５０,５２１ 
１２,５９６ 

１１２,０４５ 
△ ４４,００２ 

 

資 産 合 計 ８,３２７,５４５ ８,２５７,５５８ ８,４５０,７６１ 
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（単位 千円） 
         期 別 
 
科 目 

 
前中間会計期間末 

（平成 16 年 9 月 30 日現在） 

 
当中間会計期間末 

（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

 
前事業年度 

（平成 17 年 3 月 31 日現在） 

〔 負 債 の 部 〕         
流 動 負 債 

 
６,４７０,９０４ 

 
６,３０３,１２３ 

 
６,５０５,１１２ 

  支 払 手 形 
  買 掛 金 
  短 期 借 入 金 
  未 払 金 
  未 払 費 用 
  未 払 法 人 税 等 
  預 り 金 
  そ の 他 

１,０４８,１０４ 
２,５３８,１７３ 
２,７００,０００ 

２９,６９０ 
１０５,２６８ 

４４,３６０ 
３,２３９ 
２,０６９ 

９８１,７４８ 
２,４０３,４１６ 
２,７６７,９１４ 

２０,７１４ 
９６,７５０ 
２７,４３２ 
３,３２０ 
１,８２６ 

９８２,２１５ 
２,５６０,９１７ 
２,７００,０００ 

１４,４３０ 
１１２,９４９ 
１１３,９７４ 

３,５２２ 
１７,１０２ 

固 定 負 債 ２４４,６７８ ２５３,２２２ ２４７,９８６ 
  退 職 給 付 引 当 金 
  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１９７,８６６ 
４０,６９０ 
６,１２１ 

１８３,２０１ 
５２,１８０ 
１７,８４１ 

１９１,６１２ 
４９,５５０ 
６,８２４ 

負 債 合 計 ６,７１５,５８２ ６,５５６,３４６ ６,７５３,０９９ 

〔 資 本 の 部 〕 

資 本 金 

 

３００,０００ 

 

３００,０００ 

 

３００,０００ 

資 本 剰 余 金 １,３３３ １,３３３ １,３３３ 

 資 本 準 備 金 １,３３３ １,３３３ １,３３３ 

利 益 剰 余 金 １,２７４,７２３ １,３３２,５７９ １,３４３,５１３ 
 利 益 準 備 金 
 任 意 積 立 金 
 固定資産圧縮積立金 
  別 途 積 立 金 
 中間（当期）未処分利益 

７５,０００ 
１,０４６,７７８ 

９６,７７８ 
９５０,０００ 
１５２,９４５ 

７５,０００ 
１,０９４,６１９ 

９４,６１９ 
１,０００,０００ 

１６２,９６０ 

７５,０００ 
１,０４６,７７８ 

９６,７７８ 
９５０,０００ 
２２１,７３５ 

その他有価証券評価差額金 ３７,７１８ ６９,２２１ ５４,７３７ 

自 己 株 式 △１,８１２ △１,９２２ △１,９２２ 

資 本 合 計 １,６１１,９６３ １,７０１,２１２ １,６９７,６６２ 

負 債 ・ 資 本 合 計 ８,３２７,５４５ ８,２５７,５５８ ８,４５０,７６１ 
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 ( 2 )中間損益計算書 
（単位 千円） 

         期 別 
 
 
 科 目 

前中間会計期間（Ａ） 
自 平成16年4月 1日 

（                ） 
至  平成16年9月30日 

当中間会計期間（Ｂ） 
自 平成17年4月 1日 

（                ） 
至  平成17年9月30日 

前事業年度 
自 平成16年4月 1日 

（                ） 
至  平成17年3月31日 

Ｂ／Ａ 

（%）    

          

 

１０,５６９,６３３ 

９,７６８,５９４ 

          

 

１０,０８１,３１３ 

９,３４５,６７９ 

          

２１,４９１,８９３ 

１９,９１１,２０６ 

 

 

９５ 

９６ 

８０１,０３９ 

７１４,２４３ 

７３５,６３３ 

６９６,３１７ 

１,５８０,６８７ 

１,４１１,６３６ 

９２ 

９７ 

８６,７９６ 

３３,９１９ 

２４,３４０ 

４,８７９ 

４,６９９ 

２７,３７７ 

１２,１５７ 

７,１２１ 

８,０９８ 

３９,３１５ 

３０,０５３ 

１９,９８８ 

６,２４８ 

３,８１５ 

３１,９５６ 

１１,５９７ 

１３,８６３ 

６,４９６ 

１６９,０５０ 

６５,６３５ 

４７,０８２ 

１１,０１６ 

７,５３５ 

６４,７１７ 

２２,３５０ 

２４,８４５ 

１７,５２１ 

４５ 

８９ 

８２ 

１２８ 

８１ 

１１７ 

９５ 

１９５ 

８０ 

９３,３３８ 

― 

― 

９,２４５ 

９,２４５ 

３７,４１２ 

１０,９７９ 

１０,９７９ 

― 

― 

１６９,９６８ 

６０,００４ 

６０,００４ 

９,２４５ 

９,２４５ 

４０ 

― 

― 

― 

― 
 

８４,０９２ 

４３,５００ 

△２,４８２ 

 

４８,３９２ 

１８,０００ 

５,３８０ 

 

２２０,７２６ 

１１５,０００ 

△６,１３８ 

 

５８ 

４１ 

― 
 
 
 

 

４３,０７５ 

１０９,８６９ 

 
 
 

 

２５,０１１ 

１３７,９４９ 

 
 
 

 

１１１,８６５ 

１０９,８６９ 

 
 
 

 

５８ 

１２６ 

           

 

売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

 そ の 他 

営 業 外 費 用           

 支 払 利 息 

 為 替 差 損 

 そ の 他 

経 常 利 益 

特 別 利 益           

  貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

特 別 損 失           

   減 損 損 失 

税引前中間（当期）純利益 

 法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額 
  
 
 
 
 
 
 
 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 前 期 繰 越 利 益 
 
 
 
 
 
 
 

中間（当期）未処分利益 

 
 
 

 
 
 
 

１５２,９４５ 

 
 
 

 
 
 
 

１６２,９６０ 

 
 
 

 
 
 
 

２２１,７３５ 

 
 
 

 
 
 
 

１０７ 

                                              
  
 
 
 
 
 



 ２４

（ 3 ）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 

   時価のあるもの……………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 
    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
   時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 
  子会社株式……………………移動平均法に基づく原価法 
2. たな卸資産の評価基準及び評価方法………総平均法に基づく原価法 
3. デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法 
4. 固定資産の減価償却の方法 
（1） 有形固定資産………定率法 
   ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法に 
   よっております。 
（2）無形固定資産………定額法 
   ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく 
   定額法によっております。 

5. 引当金の計上基準 
 （1）貸倒引当金 

       債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
       ａ一般債権 
        貸倒実績率によっております。 
       ｂ貸倒懸念債権及び破産更生債権等 
        個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
    （2）退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 
       基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
       なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による 
       定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 
    （3）役員退職慰労引当金 
       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

6. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 
処理しております。 

   7.  リース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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 8.  ヘッジ会計の方法 
    （1）ヘッジ会計の方法 
       繰延ヘッジ処理を採用しております。 
   （2）ヘッジ手段及びヘッジ対象 

       ヘッジ手段…………通貨オプション取引 
       ヘッジ対象…………外貨建営業債務（外貨建予定取引を含む） 
   （3）ヘッジ方針 
      社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 
   （4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象のキャッシュフロー変動 
の累計とヘッジ手段のキャッシュフロー変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして有 
効性を判断しております。 

 
9. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
 
 
会計処理の変更 
 

前中間会計期間 
自 平成１６年４月 １日 
（           ） 
至 平成１６年９月３０日 

当中間会計期間 
自 平成１７年４月 １日 
（           ） 
至 平成１７年９月３０日 

前事業年度 
自 平成１６年４月 １日 

（           ） 
至 平成１７年３月３１日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成１４年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成１５年１０月３１日 企業会計基

準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 
 これにより税引前中間純利益が９,２
４５千円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき土

地の金額から直接控除しております。 

                   
 
 
 
 
 

― 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当事業年度から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成１４年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成１５

年１０月３１日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 
 これにより税引前当期純利益が９,２４

５千円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき土地の金

額から直接控除しております。 
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注 記 事 項 
（中間貸借対照表関係） 

 
項  目 

前中間会計期間末 
（平成１６年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 
（平成１７年９月３０日現在） 

前事業年度末 
（平成１７年３月３１日現在） 

１． 有形固定資産の減価償却 
  累計額 
２． 担保資産 
３． 保証債務 
４． 受取手形裏書譲渡高 
５． 手形債権譲渡高 
６．売掛債権譲渡高   

 
３０８,１２１千円 

８０,３５２千円 
４７６,２２３千円 

  ６５,８５０千円 
１,７５３,３７２千円 

―   

 
３１４,４５５千円 

７９,６１６千円 
３２１,２１５千円 

  １１１,８７０千円 
１,４１０,８６８千円 

８２,９００千円 

 
３１２,７４８千円 

８１,７２５千円 
４２９,９３５千円 

  ８５,８８０千円 
  １,７６７,２１５千円 

―   

 
 
 
（中間損益計算書関係） 

 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成１６年４月 １日 
（           ） 
至 平成１６年９月３０日 

当中間会計期間 
自 平成１７年４月 １日 
（           ） 
至 平成１７年９月３０日 

前事業年度 
自 平成１６年４月 １日 

（           ） 
至 平成１７年３月３１日 

１． 減損損失 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
２．減価償却実施額 

当社は、以下の資産について

減損損失を計上しました。 
用途 種類 場所 
遊休

資産 
土地 大分県 

久珠郡 
（減損損失を認識するに至っ

た経緯） 
大分県久珠郡の土地について

は遊休状態であり、今後の使

用見込みが無く、土地の市場

価格が下落しているため、減

損損失を認識しました。 
（減損損失の金額） 

種類 土地 
金額 ９,２４５千円 

（資産のグルーピング方法） 
管理会計上の事業所毎、又は

物件毎に資産のグルーピング

を行っております。 
（回収可能価額の算定方法） 
回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、路線価

を合理的に調整した価格に基

づき評価しております。 
 

有形固定資産５,３００千円 
無形固定資産  ５６６千円 

―       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有形固定資産５,０７１千円 
無形固定資産 ６１６千円 

当社は、以下の資産について

減損損失を計上しました。 
用途 種類 場所 
遊休

資産 
土地 大分県 

久珠郡 
（減損損失を認識するに至っ

た経緯） 
大分県久珠郡の土地について

は遊休状態であり、今後の使

用見込みが無く、土地の市場

価格が下落しているため、減

損損失を認識しました。 
（減損損失の金額） 

種類 土地 
金額 ９,２４５千円 

（資産のグルーピング方法） 
管理会計上の事業所毎、又は

物件毎に資産のグルーピング

を行っております。 
（回収可能価額の算定方法） 
回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、路線価

を合理的に調整した価格に基

づき評価しております。 
 

有形固定資産１０,７６４千円 
無形固定資産 １,１７３千円 
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（リース取引関係） 
前中間会計期間 

自 平成１６年４月 １日 
（            ） 
至 平成１６年９月３０日 

当中間会計期間 
自 平成１７年４月 １日 

（            ） 
至 平成１７年９月３０日 

前事業年度 
自 平成１６年４月 １日 

（            ） 
至 平成１７年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）その他    合 計      
取得価額   
相当額    ９３,０４６千円  ４,３００千円  ９７,３４６千円 
減価償却累   
計額相当額  ６５,３４７千円  ３,８６９千円  ６９,２１７千円 
中間期末残  
高相当額   ２７,６９９千円     ４３０千円   ２８,１２９千円 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内                       １４,２３６千円 
１年超                        １４,３５１千円 
合 計                          ２８,５８７千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料          １１,３５０千円 
減価償却費相当額       １０,８５３千円 
支払利息相当額                ２３４千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 
５．利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）    合 計    
取得価額    
相当額    ３６,３７４千円     ３６,３７４千円 
減価償却累   
計額相当額  １７,２６８千円       １７,２６８千円 
中間期末残  
高相当額   １９,１０５千円       １９,１０５千円 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内                        ７,６７０千円 
１年超                        １１,５９９千円 
合 計                          １９,２６９千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料           ４,０１２千円 
減価償却費相当額        ３,９０１千円 
支払利息相当額               １０１千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  同左 
 
５．利息相当額の算定方法 
  同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）     合 計    
取得価額   
相当額    ３１,３７４千円     ３１,３７４千円 
減価償却累  
計額相当額  １３,３６７千円     １３,３６７千円 
期末残   
高相当額   １８,００６千円     １８,００６千円 
２．未経過リース料期末残高相当額 
１年以内                          ７,２６６千円 
１年超                        １０,９１４千円 
合 計                          １８,１８０千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料          ２１,９２１千円 
減価償却費相当額       ２０,９７６千円 
支払利息相当額              ３９８千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  同左 
 
５．利息相当額の算定方法 
  同左 

                         
（重要な後発事象） 
該当事項はありません。 

 


